
地域における
医療提供体制の整備
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熊本市のCKD対策の取組み（4本柱）
2009〜

■啓発・早期発⾒

■発症予防・進⾏抑制

■悪化防止

■推進体制の整備
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CKD病診連携システム
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紹介基準に該当した
患者さんを紹介

詳しい検査等、
今後の治療⽅針の伝達

2人主治医

腎臓の機能が

低下しているな

あ。。

かかりつけ医 腎臓専門医

検査の結果、
このような

治療がよいでしょう。
CKD対策推進に賛同・協⼒す
る「かかりつけ医」をCKD病診連
携医として登録。CKD病診連携
医と腎臓専⾨医の双⽅で診療
する2人主治医制とする「CKD
病診連携システム」を構築し、患
者さんの進⾏抑制、悪化防⽌に
つなげる。

＜病診連携プロジェクト＞ 公的病院等腎臓内科代表、熊本市
医師会代表、代謝内科専門医、⾏政

熊本市独自の
①専門医紹介基準を作成
②紹介状様式の作成
③腎臓専門医所属施設リストの作成



熊本市の対策の状況（抜粋）
■国保特定健診結果に基づく受診勧奨

（ＣＫＤ 3,470件、重症高血圧 657件、

糖尿病 3,289件、脂質異常症 2,045件）

■病診連携医（ＣＫＤ対策推進に賛同・

協⼒するかかりつけ医）登録制度の創設

平成28年度
病診連携登録医 351人（内科医標榜の60.1％）
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成果
●新規透析導入者
295人（Ｈ21）→ 243人（Ｈ28）

●導⼊平均年齢
66.74歳（H21）→ 69.15歳（H28）
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●新規透析導入者数割合

1.47倍（Ｈ21） → 0.99倍（Ｈ27）

新規人工透析導入者数割合 （人口100万)
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CKD診療ガイドに基づ

いて、専門医への紹
介基準がまとまって
います。

O-CKDIとして本紹介

基準にも監修させて
いただきました。

かかりつけ医の先生
方と協力してCKD対策

を進めていきたいと
考えています。

大阪府内科医会による
専門医への紹介基準
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特定健診の血清Cr測定、CrからeGFRへの換算、
特定保健指導の際のCKD指導における地域差

地域(n)

特定健診にCr採血が
含まれている＊ CrからeGFRへの換算＊ 特定保健指導の際の保健師による

CKD指導＊

含まれない 含まれる
行われて
いない

行われて
いる

行われて
いない

行われて
いる

よく知らない

全国(2287#) 20.4 76.8 54.7 40.3 24.0 14.5 59.3

北海道(66) 22.7 77.3 57.6 39.4 19.7 15.2 65.2

東北(178) 41.0 55.1 69.7 21.3 31.5 5.1 60.1

関東(581) 11.4 85.5 64.7 31.8 26.7 11.5 59.6

甲信越(61) 24.6 72.1 68.9 24.6 29.5 18.0 50.8

北陸(169) 15.4 82.8 29.6 66.3 12.4 21.3 63.9

中部東海(219) 14.6 84.9 53.4 43.8 23.3 13.2 61.6

近畿(426) 30.8 64.6 51.9 40.4 26.5 11.0 58.9

中国(159) 35.2 61.6 45.9 44.7 23.9 10.1 64.2

四国(75) 12.0 86.7 62.7 37.3 28.0 17.3 54.7

九州(310) 13.5 84.8 47.4 49.0 17.1 26.5 55.2

沖縄(17) 0.0 100.0 17.6 82.4 5.9 47.1 47.1
#無回答を含む。数字は％を示す。＊地域差あり。
各地域の回答の差はPearsonのχ2検定でp<0.05を有意差ありと判定した

対象：日本臨床内科医会会員をはじめとする全国のかかりつけ内科医。
方法：2012年12月～2013年3月の期間にCKD診療と地域連携に関するアンケート調査(36項目)を実施し、これらの現状と地域差に

ついて検討した。

対象：日本臨床内科医会会員をはじめとする全国のかかりつけ内科医。
方法：2012年12月～2013年3月の期間にCKD診療と地域連携に関するアンケート調査(36項目)を実施し、これらの現状と地域差に

ついて検討した。

日腎会誌 2013; 55(8): 1391-1400
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「地域における医療提供体制の整備」の
現状のまとめ

①かかりつけ医と専門医等との連携の取り組み等に
より、適切なCKDの診療を行なった結果、透析導入患
者を減少させている地域がある。

②専門医等への紹介基準は、原疾患を問わない基準
であることから、糖尿病対策にとどまらず、腎硬化症
や難病も含めたCKD対策とすることができる。

③平成30年度からの特定健診の項目変更により、
CKDとして受診勧奨されるケースが増加する可能性が
ある。
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「地域における医療提供体制の整備」の課題

①かかりつけ医と専門医等への紹介基準、およ
び、健診からかかりつけ医への受診勧奨基準
の普及が必要。

②紹介先の周知が必要。

③専門医療機関が不足しているなど、地域の実
情に応じた対策が必要。

④好事例を広げることが必要。

⑤行政とのさらなる連携が必要。
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